



年 11 月には営業収支 3,465 万 5,000 円の赤字






営は好転せず, トヨタは 1950 年 4 月 22 日の労
働組合との団体交渉において 1,600 人の解雇を
含む会社再建案を発表した｡
労働組合 (以下 ｢組合｣ とする) は, トヨタ
において人員整理が避けられないと判断し,
1950 年 4 月 7 日にトヨタに対して争議行為通
知書を提出し闘争体制に入っていたが, トヨタ
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Ⅰ. 経営危機とトヨタの会社再建案













他方, 補給金削減の結果, その年には, 鋼材が
平均 35％も値上がりして企業採算をいっそう
困難なものにした｣4｡








1947 年では月産平均 327 台・作業員一人当た
り 0.06 台, 1948 年同 559 台・0.11 台, そして
1949 年では同 902 台・0.16 台となり, この年
の 12 月には月産 1,050 台・0.19 台というよう
に生産力を向上させている5｡
しかしながら当時のトヨタにおける資金繰り
の状況をみると, 表 1のとおり, 営業収支は赤









そしてついにトヨタは, 1949 年 12 月に約 2
億円の現金がなければ倒産するという ｢トヨタ
存亡の危機｣ を迎えることになったのである｡
当時の状況を牧野明光氏 (1946 年 4 月から
1953 年 5 月まで, トヨタ自動車株式会社総務
部秘書課人事係に配属) は, 次のように述べて
いる｡







た｡ 9 月末には再び極度の金詰まりに陥り, わ
ずか 100 万円の資金調達さえ困難になり, 会社
の台所は火の車になった｡ 昭和 24 年 6 月から
賃金の遅欠配は慢性化し, 12 月には 1 ヶ月に
及んだ｡ (中略) 11 月の営業収支約 3500 万円
弱の赤字が, 12 月には約 2 億円に急増した｡







CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 19 No. 160
表 1 1949 年 12 月までの資金繰り状況
(単位：千円)
項 目 1949 年 4 月～6月 1949 年 7 月～9月 1949 年 10 月 1949 年 11 月 1949 年 12 月
前月繰越 7,208 6,408 22,143 3,201 37,783
営業収支差引 △48,035 △155,988 24,222 △34,655 △198,761
営業外収支差引 47,235 171,723 △43,164 6,,237 180,189
翌月繰越 6,408 22,143 3,201 37,783 19,211
















なり, 2 億 5000 万円の売掛となった｣8｡




そして, 1949 年 12 月の経営危機に直面した




11 月以降従業員の平均賃金ベースを 1 割引き
下げる｣12, ｢今後の賃金支払いについては, 会
社は必ず所定日に支払う｣13 という内容を主た




年 10 月から 25 年 3 月までの月平均生産台数を
大型トラック 508 台, 小型トラック 450 台, 小
型乗用車 44 台, その他で 2800 万円を基礎とし
た場合の月平均赤字 2700 万円を, 覚書第 1 項










1 億 8,820 万円の融資を受けることができ, 経
営危機から免れることができたのであった｡
2. トヨタの会社再建案
1949 年 12 月末に実行されたトヨタへの協調
融資には, 年明け早々にトヨタの再建案を検討
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表 2 1949 年 12 月 24 日の ｢覚書｣ に第 1項にある合理化対策案
合理化対策 節減目標 総括担当部署
材料費節減 4.80％ 12,307,079 円 業務部
材加不節減 15.10％ 1,669,446 円 工務部
工具費節減 16％ 1,478,977 円 生産技術部
器具備品節減 3％ 117,112 円 総務部
経費節減 10％ 3,800,547 円 経理部
民生部門 2,930,000 円 民生部
(出所) トヨタ自動車株式会社会社史編集委員会編 『トヨタ自動








あった｡ そして, 1950 年 4 月 2 日, トヨタ自
動車販売株式会社の創立総会が開催され, 翌 4
月 3日に設立登記を完了し, 資本金 8,000 万円,
神谷正太郎氏を取締役社長とするトヨタ自動車
販売株式会社が設立されたのである15｡
トヨタは 1950 年 3 月に販売店支部長会議を
開催し, 販売店に新車販売の促進と売掛金の回
収促進に向けての対策の実施などを行なった｡
しかしながら, 1950 年 3 月末には運転資金と





立した日本電装 (現 ｢デンソー｣) が 1,445 人
中の 472 人の人員整理案を発表し, 組合はスト
ライキに入った｡ トヨタの組合は, トヨタにお
いても人員整理は避けられないと判断し, 1945
年 4 月 7 日, 組合はトヨタに対して ｢争議行為
通知書｣ を提出し争議行動に入った｡
そして, これまで続けられてきた経営協議
会17は打ち切られ, 4 月 11 日から団体交渉が開
始された｡ その後, 4 月 13 日, 15 日, 18 日と
団体交渉は行なわれ, さらに 4 月 20 日から 3
日間にわたり団体交渉を連日行なわれた｡






しかしながら, 4 月 22 日の第 8 回団体交渉
の席で, トヨタは表 4 のような希望退職者





なお, 表 4には記されてないが他に ｢通勤手








案に基づいて 24 日から 3 日間団体交渉をおこ
なうことを提案した｡ 予想されたこととはいえ,
組合側は当然これに反発し, ただちに 24 日午





労働組合は 4月 24 日午前 8時から 24 時間ス
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表 3 トヨタ再建案骨子
1. 販売会社を分離独立させること｡


















たい｡ この危機突破闘争は 『組合史』 には内容
が明らかにされていない｡ また, 組合のこの闘
争をみることによって, 先にみた 1949 年 12 月
23 日の ｢覚書｣ の締結に至る過程をみること
ができる｡
1950 年のトヨタ危機に対する労働組合の再建案
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表 4－1 トヨタの会社再建案
1. 生産台数を月産 BM型 590 台, FL 型 30 台, SB 型 250 台, SDW型 20 台, SA型 50 台および部品 2000 万
円とする｡
2. このため, 赤字は毎月 2820 万円となるから, これを 595 万円の黒字にするためつぎのことを行なう｡
 材料費値下げ 671 万円 (30％)
 経費節減 458 万円 (13％)
 本社在籍人員 7900 人中 1600 人 (20.3％) の希望退職者を募り, また, 残留者については, 給与制度の改
革を行ない, かつ 10％の賃下げを行なうことにより, 人件費を 2285 万円削減する｡
 生活共同組合, 病院, 健康保険組合の分離, 福利厚生部門の独立採算制の実施｡
3. 増資および社債, 代金の回収, 関係会社への貸付金の整理等により資金を確保する｡
4. 販売市場の拡張につとめ, 輸出市場の開拓も行なう｡
5. 芝浦, 浦田両工場は閉鎖する｡ ただし, 完全な独立採算制がとれるようであれば, 設備および材料などの現
物出資をして存続を認める｡
6. 強力な配置転換および職制の刷新を行なう｡




収 入 支 出 損 益
車両 (940 台) 305,846,000.00 材料費総額 217,099,875.62 損益 6,211,448.86
部品 20,000,000.00 人件費 58,736,373.27 雑損 △1,438,694.79
経費 43,798,302.25 雑益 1,173,837.65





2. お客の収入減から買戻しが多くなり金が入らなくなった｡ そして会社は金づまりとなった, 借入金もできな
いゆえ株をあげて増資したい, それには経営を充実させる｡
3. 材料電料運賃の値上りから原価が上り赤字となった｡











また 『20 年の歩み』 にある, ｢新春風景 (マ
ンガ)｣ では, マンガの説明として ｢このごろ
は, 賃金を一ヵ月のうち 45％支給されないの













て, 組合は 1949 年 7 月から危機突破運動を展
開した｡ この危機突破運動について, 組合の
『20 年の歩み』 は, 次のように述べている｡
｢ドッヂライン政策から, 金操りは一層悪化








労組は 7 月 21 日, 全員総会で危機突破対策
として品質向上と材加不の撲滅, 経営組織の改
善をはかることをきめ, 完全雇用と生活を守る
ために, 組合員 1人 1人が真剣のこの斗争を進
め 『ねばり抜く態勢の確立』 につとめた｣26｡
















組合は総会の決定に基づき, 1949 年 7 月 27































れを部課長層に対しても行なった｡ 8 月 1 日,
挙母工場部長層に対して, 8 月 4 日には販売部
門課長層に対して申し入れを行なった｡ そして,
組合は 8 月 7 日, 部長層より, 8 月 10 日, 販
売部門部長よりトヨタと同じ趣旨の回答を得た
のであった｡
8 月 1 日, 組合は平時体制から準闘争体制に
きりかえ, 組合活動の主力を危機突破の課題に
集中できる体制を整えた33｡





さらに 8 月 4 日, ｢第 2 号指令｣ において,
今後の賃金遅配を防ぎねばり抜く体制を確立す
るために, ｢小型車 350 台生産 9 月度に於て
達成｣・｢月末追込生産十月度完全廃止｣・｢
右の目標達成に於て経営運営の改善を図る｣34

















以下では, 『組合再建案』 にそって, 組合が
打ち立てた対策の内容についてみていくことに
する｡






るために 8月 26 日と 9月 13 日に作業管理関係
者とのブロック会議を開催し成案を図った｡
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表 7 組合の打ち立てた対策
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表 10 協力工場対策を実行するための組合の行動
8 月 17 日：協力工場労組と懇談会開催｡ 当組合の危機突破対策の趣旨説明と協力要請 (参加労組 21 組合)｡
11 月 3 日：協力工場労組と懇談会開催｡ 8 月 17 日以降の経過, 今後の方針対策等につき討議 (参加労組 15 組合)｡
11 月 14 日：協力工場労組代表者と当組合仲介により会社側担当幹部と懇談会開催｡
11 月 19 日以降：組合会社の危機突破交渉の一環として協力工場対策分科会を設け, 具体的対策につき討議実
施に移す｡
11 月 20 日：組合の主唱により会社及び協力工場経営者と労組の行動懇談会を開催｡
11 月 22 日：評議会に協力工場対策を提案, 承認・可決｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 5 ページから
誤植等の表現の誤りを修正し作成した｡
表 11 協力工場対策分科会での対策
1. 発注期間 従来の半年契約を 1, 4 半期毎に発注する｡
2. 発注方法 高品質低価格を基本方針とする｡ このため具体的には
 低価格 同一品質の場合は一定の引下げ率を決め全部品について下請工場と交渉する｡
 優秀企業への集中発注を行う｡








 20 日午後 1 時より, 業務部長及び組合の共催で協力工場の経営者, 労組代表を招集し協力工場懇談会を
もつ｡
 中小企業融資を促進するため協力工場の方面に対する働きかけを行なう｡ この場合, 会社としては資料の
提供, 証明書の交付等の方法により積極的に援助する｡











の行動 (表 10) をとるとともに, ｢危機突破交
渉 (企業合理化委員会)｣ に ｢協力工場対策分
科会｣ を設け表 11 の対策を立てた｡
 工具節減対策
組合は, 1949 年上半期の機械, 器具, 工具
類の購入額と消費額を調査した｡ その結果, 購
買額の合計は 1,663 万円であり, 消費額の合計
は 787 万円であった｡
組合は, 工具に対しても節減を積極的に推し
進めるべきであると考え, 11 月 11 日以降,
｢危機突破交渉 (企業合理化委員会)｣ に ｢工具
節減対策分科会｣ を設け, その具体策の決定・
実施に向けた討議を重ね工具節減の推進を図っ












回は 8月 26 日, 第 2 回は 9月 13 日) するなど
し, 予算統制に対する従来の欠陥を調査し問題
点を究明し対策を立てた｡ そして, それらを
1950 年 1 月 31 日に要求書としてトヨタに提出
した｡ その要求書の概要は表 13 のとおりであ
る｡














た｣40 のであった｡ その販売対策の概要は表 15
のとおりである｡
また組合は, 販売対策の影響を拡大するため
に, 組合と販売部職制との懇談会の開催 (9 月
17 日), 同第 2 回 (9 月 20 日), 販売及び製造
部門担当者と販売対策についてのブロック会議
を開催 (第 1 回目は 9 月 27 日, 第 2 回目は 9
月 29 日, 第 3 回目は 10 月 1 日), ｢東京外 9府
県販売店への販売状況調, 対策実施の趣旨徹底
1950 年のトヨタ危機に対する労働組合の再建案















及び協力要請のための役員を派遣｣41 (11 月 15
日から 11 月 27 日) などの取り組みを行なって
いる｡
さらに 11 月 4 日以降, ｢危機突破交渉 (企業







る損害の一例は, 表 16 のとおりである｡
論 文
























 毎月の予算実績を翌月 10 日までに明らかにし, その責任の所在を明確にする｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 6 ページと 7
ページから旧字体による表現を修正し作成した｡
表 14 各部門の節減実施方法と節減金額
実 施 方 法 節減金額
病院 運営の合理化により赤字を皆無とする｡ 26 万円
給食 三食者 700 円を 1,000 円に各食者 200 円を 300 円に｡ 103 万円
福利 鍛冶及び製紙工場廃止, その他の部門を生活協同組合へ移管｡ 37 万円
社宅アパート 社宅 4割, アパート 3割値上げ｡ 78 万円
入浴料 利用者全員で 10 万円負担｡ 10 万円
図書館 閲覧料値上げ｡ 2 万円
嘱託 6名整理｡ 6 万円
健康保険 組合専従者職員の賃金組合負担, 病気見舞金の組合負担｡ 31 万円
(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』,
8 ページから作成した｡
(注) ｢画食者｣ は誤植と判断し ｢各食者｣ とした｡
1950 年のトヨタ危機に対する労働組合の再建案
































9 ページと 10 ページから作成した｡
表 16 設計変更による損害
設計変更のためデットストックとなったBM型トラックシャシー用外注部品 約 215 万円
同上 SB型トラックシャシー用外注部品 約 180 万円
同上 ボルト類 約 400 万円








(出所) 表 15 に同じ｡
さらに組合は, 表 16 の数字の他に設計変更
に伴う損害は更に莫大であるが推測されるとし
ている｡
組合は, 8 月 30 日と 8 月 31 日に組合と各担
当部署関係者の問題点の究明と対策に関するブ





表 17 を基本とする ｢設計変更対策｣ を立て,
これを要求書として 9 月 28 日にトヨタに提出



















また, 危機突破対策を決めた 7 月 21 日の総
会以降, 自動車生産は上昇し, 9 月には小型自
動車の生産目標 350 台を突破し, 12 月には 10
月 13 日の組合の総会で決定した小型車生産
500 台45も突破したのであった46｡




あるが, それは 1949 年 12 月 24 日にトヨタと


















ここで明らかなことは, この 1949 年 12 月
24 日の ｢覚書｣ は, トヨタの 『社史』 が述べ
るようにトヨタが迎えた 12 月末の財政危機の
中で ｢全従業員も会社が直面している一大危機
を認識し, 12 月 23 日の経営協議会において,
組合は会社と｣51 覚書を ｢締結して, 賃金の 1
割引下げを受け入れることになった｣52, ｢10 月
のいすゞ自動車, 日産自動車の人員整理も刺激





して 1949 年 8 月から展開されてきた, 組合の
危機突破闘争の到達点として締結されたもので
あったということである｡ そして, この点に





トヨタと組合が締結した 1949 年 12 月 24 日
論 文
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の覚書は, 結局, トヨタによって守られること
はなく, 1950 年 4 月 22 日の第 8 回団体交渉に












トヨタの会社再建案は, 全労働者約 7,900 名
に対して 20.3％に当たる 1,600 名を解雇し, 芝
浦工場と浦田工場の閉鎖で約 400名の解雇をし,

















いが, 販売対策として月賦期間を BM 型 6
か月, SB 型 3 か月と変更することを考えて
いたようであった｡ すでに月賦期間は BM
型 7 か月以上, SB 型 4 か月以上の販売条件
のものが 30％を超えていた｡ そのような中
で, 頭金の条件も厳しくすれば, 他の車種で




































1950 年 4 月 26 日61, 組合はトヨタに対して
会社再建を提示した｡ 組合がトヨタに提示した














するため, 独自に普通型貨車, 小型貨車, 乗用
車の販売可能台数を計算している｡ それによる
と, 1 か月にトヨタが販売可能な台数は, 普通
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表 18 組合の会社再建案
1. 立案の根本方針
 3 で明らかな如く相当ある需要に応じられるようにして, トヨタの市場を確保して更に開拓しなければな
らない｡
 これには販売条件 (月賦期間頭金価格) を顧客に有利にしてやる｡
 近い将来外国車に対抗し得る価格引下げと品質向上にそなえること｡
 したがって価格引下げには流れ作業であり, 固定費が 50％も占める以上と共に大量生産を前提とした｡
 人員整理賃下げを前提としない, 従って当面 1, 2 ヵ月の一時しのぎのコウヤク張りの再建策でなく, ま
た与えられた会社の枠内のみで片づけようとするものでなく, しかも現実から離れず実現可能な策である｡
2. 再建骨子
 生産台数 根本方針のの外車に対抗するには可能な近い時期に, これと充分対抗ができるような値段
まで, 価格引下げを行う必要がある, このためには BM800 台, SB500 台 SD100 台, 部品 100 台, 合計
1,500 台分の生産を必要とする｡ これは不可能ではないが, 現段階では日本銀行の動向デフレ政策による
業界の不振から制限されざるをえない, 従って今直ちに実行に移し得ないが, この方向に進む必要はある,
かくてこの需要を可能なる資金調達面より次の如く決定する｡
BM700, FK30, SB300, SD100 (SDWを含む), 部品 2,000 万円
 以上から人員整理, 賃下げ, 給与制度, 生協, 病院, 保健の分離は行わず従来通りで, 黒字は 754 万円と
なる｡ その他の必要は会社の算出基礎と同じで台数の増加分だけ見込んである｡
 販売条件
 小売価格対象 (BM約 50 万, SB 約 35 万)
 BM頭金平均約 3割, 8 ヵ月月賦 (最高), SB 頭金平均 3割, 3 ヵ月月賦 (最高)
 月賦資金所要額
 月賦の対象となる台数は BM730 台中輸出 50, 直納 50, 現金売 130 とし, 残 500 台を対象にする｡
SB300 台中直納および現金売 100 とし残 200 台を対象にする｡
 上述対象による月賦資金は BM頭金平均 3 割, 8 ヵ月月賦・SB 頭金平均 3 割, 3 ヵ月月賦, 72,000 万
円｡





3. 普通型貨車 (1 ヵ月 750 台は販売可能)
(略)




(出所) トヨタ自動車労働組合 『八千組合員の一年に亘る努力の結晶であるトヨタ自動車再建案』, 19 ページと
21 ページから作成した｡




123,790 台, バス 16,507 台)
②中車令 6 年以上の車：81,057 台 (トラッ
ク 71,508 台, バス 9,549 台), 全国保有台
数の 58％













699 台＋50 台＝749 台
会社再建案にある自動車生産台数はトヨタが
940 台, 組合が 1,130 台である｡ 1949 年 12 月
の生産台数が 1,050 台であるから, それぞれの
会社再建案によると, トヨタは 110 台の減産,
組合は 80 台の増産となっている｡
トヨタの会社再建案は, こうした減産によっ
て毎月発生する 2,820 万円赤字を 595 万円の黒
字とするために, 材料費の引下げと経費節減を














大は困難と判断し, 普通車 (トラック, バス)
の販売台数を ｢これだけでも努力を要する｣66
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表 19 再建案予想損益計画
(単位：円)
収 入 支 出 損 益
車両 (1,130 台) 377,266,000.00 材料費総額 253,375,172.20 損益 6,067,106.20
部品 20,000,000.00 人件費 81,584,403.60 雑損 △1,438,694.79
経費 51,239,318.00 雑益 2,912,837.65
計 397,266,000.00 計 391,198,893.80 差引損益 7,541,249.06





















1950 年 6 月 9 日, 組合はトヨタとの団体交
渉においてトヨタの会社再建案を受入れ, 6 月
10 日, トヨタと組合の間で覚書が締結され, 2
か月に及ぶ大争議は終結した｡
覚書に基づきトヨタの会社再建案は実施され,




また, トヨタは ｢昇進, 降職, 免職などによ
り, 職制を刷新｣69 し, 7 月 1 日に新しい職制
案を発表した｡ ｢それは, 経営能率の向上をは
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